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南あわじ市
子ども・子育て支援事業計画作成にかかる

「量の見込み」と「確保方策」（案）
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１． 教育・保育を提供する体制の確保の考え方

各年度におけるニーズに基づき、「認定こども園・幼稚園・保育所」 と 「地域型保育事業」 の 「量の見込み （需要量、 以下同様）」「確保

の内容および実施時期」 を 「教育・保育提供区域」 ごとに示すこととなっています。

　

また、 子ども・子育て支援において法定事業に位置づけられている１３事業である地域子ども・子育て支援事業の 「量の見込み」「確保の

内容および実施時期」 を 「教育・保育提供地域」 ごとに示すこととなっています。
本市では「教育・保育提供区域」について、市域を１区域として設定しています。このため、「量の見込み」「確保の内容および実施時期」

は市域として示すことになります。



２． 各事業の確保方策

①幼稚園及び認定こども園 （保育の必要がない児童）

　

及び

　

②認定こども園（保育の必要な児童）及び保育所

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
１号認定
（３‐５歳）

学校教育

２号認定
（３－５歳）

保育の必
要性あり

３号認定
（０‐２歳）

保育の必
要性あり

１号
（３－５歳）

学校教育

２号

（３‐５歳）

保育の必
要性あり

３号
（０－２歳）

保育の必
要性あり

１号
（３－５歳）

学校教育

２号
（３‐５歳）

保育の必
要性あり

３号
（０－２歳）

保育の必
要性あり

Ａ．量の見込み １２６ １，０３６ ２７９ １２３ １，０１４ ２８８ １２２ １，００２ ２８２

Ｂ．確保方策 教育・保育施設
（幼稚園、保育所、
認定こども園）

１２６ １，０３６ ２７９ １２３ １，０１４ ２８８ １２２ １，００２ ２８２

地域型保育事業

　　　　　　　

・

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

平成３０年度 平成３１年度
１号

（３－５歳）

学校教育

２号
（３ー５歳）

保育の必
要性あり

３号
（０‐２歳）

保育の必
要性あり

１号
（３－５歳）

学校教育

２号
（３‐５歳）

保育の必
要性あり

３号

（０－２歳）

保育の必
要性あり

Ａ．量の見込み １１８ ９７５ ２７６ １２０ ９８９ ２７０

Ｂ．確保方策 教育・保育施設
（幼稚園、保育所、
認定こども園）

１１８ ９７５ ２７６ １２０ ９８９ ２７０

地域型保育事業
Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

２



１確保方策の内容ｌ
幼稚園及び認定こども園 （保育の必要がない児童）【幼稚園の利用定員：７７５人】

・１号認定は、 既存の幼稚園７施設で、 提供体制を確保

認定こども園 （保育の必要な児童） 及び保育所 【保育所の利用定員＝１，４４５人】

・２号認定、３号認定は、 既存の保育所１７施設で提供体制を確保

③時間外保育事業 （０～５歳）

単位：人

利用状況 提供可能量 実施時期
６４９ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 ６９７ ６９０ ６８０ ６６３ ６６７

２号保育 ５４９ ５３７ ５３１ ５１７ ５２４

３号保育 １４８ １５３ １４９ １４６ １４３

Ｂ．確保方策 時間外保育事業 ６５４ ６５９ ６６４ ６６３ ６６７

Ｂ

　

－

　

Ａ ▲

　

４３ ▲

　

３１ ▲

　

１６ Ｏ Ｏ

注：利用状況は、 量の見込み平成２５年度数値 （利用児童数）

注：値は四捨五入しているため、 合計と内訳が必ずしも一致しない

確保方策の内容１
・既存の保育所等で平成２７年度から２９年度に５人ずつ、３１年度に４人利用定員を増やし、 提供体制を確保。

３



④放課後児童クラブ（小学「年生から小学６年生）

単位：人

利用状況 提供可能量 実施時期
２５９ ２４０ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 ３５６ ３４９ ３４６ ３５１ ３４４

Ｂ．確保方策 学童保育 ２８０ ３００ ３２０ ３４０ ３４４

Ｂ

　

－

　

Ａ ▲

　

７６ ▲

　

４９ ▲

　

２６ ▲

　

１１ Ｏ

注：利用状況は、 量の見込み平成２６年度数値 （入所者数、 小学１年生～３年生）

注：提供可能量は、 平成２６年度における定員

注＝量の見込みは、 小学生「年生～６年生が対象

ｉ確保方策の内容１

　　

・既存のｌｏ施設で受入可能量を増やしながら、未開設校区での新設を加えて提供体制を確保。（平成２７年度は４０人増、２８年度から３０年度

　　　

までは２０人増、３１年度は４人増）

　　　

※平成２７年度は１施設増設し、 定員の見直しを予定

４



⑤子育て短期支援事業 【ショートステイ】（０～５歳）

単位：人

利用状況 提供可能量 実施時期
０ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 ２６ ２６ ２５ ２５ ２５

Ｂ．確保方策 子育て短期支援事業 ２６ ２６ ２５ ２５ ２５

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注：利用状況は、 量の見込み平成２５年度数値 （利用人数）

確保方策の内容１
・既存の２施設で提供体制を確保。

⑥地域子育て支援拠点事業 （０～２歳）

単位：人日／月

利用状況 提供可能量 実施時期

８７０ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 ７９６ ８１５ ７９９ ７８２ ７６５

Ｂ．確保方策 地域子育て支援拠点事業 ７９６ ８１５ ７９９ ７８２ ７６５

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注：利用状況は、 量の見込み平成２４年度数値 （１か月あたり利用人数）】

確保方策の内容１
・既存の施設における事業量で、 提供体制を確保。

５



⑦一時預かり事業

■ 「幼稚園における在園児を対象とした一時預かり」（３～５歳）
単位：人日／年

利用状況 提供可能量 実施時期
２６，４００ １０２，０００ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 ３０，２４０ ２９，５２０ ２９，２８０ ２８，３２０ ２８，８００

Ｂ．確保方策 一時預かり事業 ３０，２４０ ２９，５２０ ２９，２８０ ２８，３２０ ２８，８００

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注：利用状況は、 量の見込み平成２５年度数値 （公立、 私立の延利用児童数）

注＝提供可能量は、 公立幼稚園 （現行の主な実施施設である４園） と私立幼稚園 （想定受入れ５人） の受入数。

確保方策の内容１

　　

．既存の施設で受入可能量を増やし、 提供体制を確保。

１１「幼稚園における在園児を対象とした一時預かり」 以外 （０～５歳）

単位＝人日／年

利用状況 提供可能量 実施時期
１，５８７ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 １，５８２ １，５７６ １，５５０ １，５１３ １，５０８

Ｂ．確保方策 一時預かり事業 １，５８２ １，５７６ １，５５０ １，５１３ １，５０８

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注：利用状況は、 量の見込み平成２５年度数値 （延利用児童数）

確保方策の内容１

　

・既存の施設で提供体制を確保。



⑧病児保育事業 【病児・病後児保育】、 ファミリー・サポート・センター事業 【子育て援助活動支援事業

　

（病児・緊急対応強化事業）】（０～５歳）
単位：人日／年

利用状況 提供可能量 実施時期

未実施 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 １，４０４ １，３９９ １，３７６ １，３４３ １，３３９

Ｂ．確保方策 病児保育事業、
ファミリー・サポート・センター事業

Ｏ １，３９９ １，３７６ １，３４３ １，３３９

Ｂ

　

－

　

Ａ ▲ １，４０４ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注：提供可能量は、 平成２８年度から実施予定の病児保育事業の受入れ可能な延べ利用数 （見込み） コ

　

未確定

１今後の検討の方向性１

　

・病児保育事業の事業量の検討

　　　

※平成２８年整備計画の検討《案》

見込み定員：

　

６人

見込み延利用人数＝

　

１，４７０人日

見込み年間日数：

　

２４５日

　

※土日祝日除く

１確保方策の内容（案）１
・平成２８年度から実施する病後児対応の体制整備、 提供体制を確保。

７



⑨ファミリー・サポート・センター事業 【子育て援助活動支援事業】（小学１年生から小学６年生）

単位：人日／年

利用状況 提供可能量 実施時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
未実施 未実施 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 １７３ １７０ １６９ １７３ １６９

Ｂ．確保方策 病児保育事業、ファミリー・サポート・センター事

業
Ｏ １７０ １６９ １７３ １６９

Ｂ

　

－

　

Ａ ▲

　

１７３ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

確保方策の内容１
・既存の施設等を活用して子育て援助活動支援事業を実施する提供体制を確保。

⑲利用者支援事業【新規】

単位：か所

利用状況 提供可能量 実施時期

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ

Ｂ．確保方策 利用者支援事業 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

１確保方策の内容ｌ
・庁内に利用者支援事業の窓口を設置し、 提供体制を確保。



⑪妊婦健診事業

単位：人、 回／年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
利用状況 提供可能量 実施時期

３６５ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み ３４６ ３３６ ３３０ ３２３ ３１４

Ｂ．確保方策 妊婦検診事業 ３４６ ３３６ ３３０ ３２３ ３１４

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注：利用状況は、 量の見込み平成２５年度数値

１確保方策の内容１

　

・妊婦健診の受診率１００％を想定し、 提供体制を確保。

⑫乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）

単位：人／年

利用状況 提供可能量 実施時期
３４３ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み ３５２ ３４６ ３３６ ３３０ ３２３

Ｂ．確保方策 乳児家庭全戸訪問事業 ３５２ ３４６ ３３６ ３３０ ３２３

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注：利用状況は、 平成２５年度実績

確保方策の内容１

　

・全戸訪問事業であり、 訪問数は１００％を想定し、 提供体制を確保。
９



⑩養育支援訪問事業

利用状況 提供可能量 実施時期
７ 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

Ａ．量の見込み 合計 ７ ７ ７ ７ ７

Ｂ．確保方策 養育支援訪問事業 ７ ７ 「

　　　

７ ７ ７

Ｂ

　

－

　

Ａ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

注＝利用状況は、 平成２２年度から２５年度の訪問件数の平均値

１確保方策の内容１

　

・養育支援の必要な家庭への訪問数は１００％を想定し、 提供体制を確保。

１０


